





























































前 FRB 議長グリーンスパンが述懐したように, また彼自らの金融失政, 行き過ぎた超
低金利政策と金融規制緩和とが原因でもある ｢百年に一度の津波｣ が世界に襲いかかって
きたことで, その震源地であり共振地であった金融諸機関とグローバリゼーションの諸問






 武田・遠藤・大内・加藤訳Ｋ・マルクス 『経済学批判』 ではこのような世界的危機とは ｢ブルジョア的生産
過程のいっさいの要素の矛盾が爆発するさいの世界市場の大暴風雨である｣ 岩波文庫版 p244と, 資本主義そ
のものの矛盾の発現として規定している｡
 間宮陽介訳 『雇用, 利子及び貨幣の一般理論』 岩波文庫 (上) 2008年 p220｡
この指摘のように, 今まさに金融カジノにおける ｢賭け事｣ によって ｢何もかも始末に負
えない｣ 事態が発生し, アメリカ一国を超え, 投資・証券業界を超えてグローバルな金融・
経済危機が進行しているのである｡
このような金融 ｢市場の失敗｣ による経済的危機, 投資諸銀行を先頭にした金融・証券
諸機関の経営破綻と巨額な損失そして実体経済・製造業の経営破綻への波及による全般的









このように ｢市場の失敗｣ を資本主義企業は次のような ｢調整｣ によって対処している｡
まず, 第一に労働者の犠牲, 解雇と労働諸条件悪化によって調整するという資本主義の鉄













これまでの ｢新自由主義｣ と ｢新保守主義｣ をバックボーンとしたアメリカ共和党・ブッ
シュ前大統領の政治経済及び軍事政策は, アメリカ国内外に及ぶ様々な格差の拡大, アメ





 ILO ‶Global Employment Trends January 2009" p29｡
 ILO のWeb 2009年１月28日公表記事より｡ また同時に ILO は発展途上国の２億人の労働者が厳しい貧困状
況に追いやられるとも警告している｡
 数値は 『2009年Ⅰ世界金融・経済危機の現況』 内閣府政策統括官室2009年６月より｡ また日本経済新聞2009
年５月22日より｡










得) によって長期に渡る自民党と直近の ｢自公連立政権｣ からの政権交代が, 民主党・社
民党・国民新党の三党連立政権によって実現し新たな政治状況が進行している｡ この政権
交代劇をもたらしたのは, ｢行き過ぎた市場原理主義｣ (解散総選挙直前の麻生太郎前首相
自身の発言などそれまでの政策への旧政権の ｢反省｣ の弁) を唱道していた旧政権の政策
への, 特に小泉純一郎元首相の構造改革路線への国民的批判であった｡ その広範な批判と
は規制緩和の総仕上げという名の下に推し進められた自己責任という社会福祉切り捨てと






今現在の動向は日米ともに ｢強欲な｣ 資本の自由放任主義と ｢優勝劣敗｣ の自己責任主
義を方向転換させる社会的な変化の端緒となる動きを示している｡ また, このような大転







諸国の国家間の ｢国益｣ 対抗を, つまり近隣諸国の窮乏化をそれぞれの国家が自国の利益
とすることによる対抗関係を押し進めることで, 植民地を包摂した古典的帝国主義諸国間
の二度に渡る世界的対抗と大戦に帰結した｡ さらに ｢ファシズム・軍国主義諸国｣ を敗北
させ20世紀後半には超大国となったアメリカ資本主義政治経済圏とソ連社会主義政治経済
圏との二極間の, だがそれぞれ地球を二分するという点でグローバルな体制間の対抗, 熱
戦と冷戦対抗の冷戦 (米・ソ連) 帝国主義に帰結した｡ 20世紀のそれらの帰結は二つの世
界大戦と米・ソ冷戦対抗という ｢戦争と革命｣ の歴史時代を経て, 社会主義政治経済圏の





そして今日のポスト冷戦期, つまりグローバルな資本主義の ｢新自由主義｣ な蓄積＝循
環段階に至った｡ すなわち市場経済化した旧社会主義諸国家のロシアと中国, そしてイン
ドやブラジルなど新興工業諸国が世界市場と世界政治のアクターとして登場し, 世界市場
での ｢大競争時代｣ を創り出したのである｡ 1970年代末からのイギリスとアメリカにおけ
る ｢新自由主義｣, つまり ｢小さな政府｣ のもと福祉と労働の破壊, 規制緩和と民営化に
よる資本の, 特に金融資本の自由な利潤追求のための政策体系を遂行する国家はさらに進


























ル資本主義が成立することで ｢世界平和｣ を, いわば ｢パックス・グローバルキャピタリ
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 櫻井公人訳スーザン・ストレンジ 『国家の退場 グローバル経済の新しい主役たち』 1998年岩波書店の題名
より｡ そこでは, 政治・外交・軍事的な権力と国民の支持を基盤とした国民国家が衰退し, 替わりに国際的
な新たな経済的権力・組織, 世界市場における巨大な勝者たちの諸組織による世界統治が登場して来るとい




アメリカ覇権国家と英欧日の ｢連合国家｣ による世界管理 (監視と統制) と世界市民支配
(包摂と排除) の完成を果たしていくことが可能なのであろうか？
だがそれら強国による ｢世界管理｣ もまた安定したものではなく, 永続的な ｢テロ｣ と






ク間, 米, 欧露, 東アジアの三極間の対立の様相を展開していく可能性が高いであろう｡

































との軋轢をうみだし, 国民生活とグローバルな資本蓄積＝循環との避けがたい ｢相克｣ を
創り出している｡ 国民国家組織 (政府, 政党, 議会, 官僚そして警察・軍隊という人的な
権力組織そのもの) は国民経済を財政基盤としさらに国民の支持を政治基盤にせざるを得
ない, つまり国民の ｢国益｣ を自らの存立基盤とせざるを得ない｡ そのために国家はグロー










することになった｡ この時代を貫いているのは, 1982年のメキシコ, アルゼンチンやブラ
ジルなどの中南米諸国の債務危機連鎖, 1987年アメリカの ｢ブラックマンデー｣ の株価大




威｣ であったＭ・ショールズとＲ・マートンを擁したヘッジファンド LSTM (ロングター
ム・キャピタル・マネージメント) が行ったロシア投機における巨額損失をもたらし, そ
の経営破綻を招いた｡ さらにそれから発火してアメリカの金融危機が拡大した｡ この危機
は彼ら二人が97年に金融工学の ｢功績｣ を理由にしたノーベル経済学賞 (正確には ｢ノー
ベル記念スウェーデン銀行経済学賞｣) を受賞したその僅か一年後であった｡ そして2001














































 この学派の成立の歴史的理論的背景と理論的特徴はＲ・ボワイエ著清水耕一編訳 『レギラシオン』 1992年ミ
ネルヴァ書房を参照のこと｡ また労使関係を主眼にしたフォーディズムの歴史経過については栗木安延 『ア
メリカ自動車産業の労使関係～フォーディズムの歴史的考察』 1999年社会評論を参照のこと｡









なかんずくアメリカ市場への進出と多国籍企業間の大競争, 重化学産業から IT 産業への
転換そして国境を越えた資本, 特に金融資本の大流出入である｡ それは特にアメリカ製造
業の危機として顕れ, 一国的な国民経済の生産と消費の好循環をたちまちフィクションに




由主義｣ 理論と政策に拠るレーガノミックスへの転換であり, 労働と福祉の社会的 ｢合意｣
から資本の利潤追求の自由と競争主義への, 労働破壊 (労働組合破壊と差別的低賃金) と
福祉切り捨てへの転換であった｡ 格差と不平等を当然視しまたそれを蓄財の基盤とする富
































るからである｡ 資本が, その具体的存在形態である私企業とその連合体が ｢自由とグロー
バリゼーション｣ を旗印とするのは現代の資本蓄積にとってそれが不可欠な条件だからで
ある｡

























 伊豫谷登士翁 ｢グローバリゼーション 新たな排除の世界システム｣ 『世界』 岩波書店 2000年10月 第680号
p233‒4｡
 伊豫谷登士翁訳 『グローバリゼーションの時代』 平凡社選書 (原文1996年) 1999年 p57‒8 同じく伊豫谷監
訳 『グローバル・シティ』 筑摩書房2008年も参照のこと｡
ない｡ 現実的には多国籍巨大諸企業は相互に ｢独占と競争｣ をめぐって死闘を演じ, 分散






蓄積＝成長構造の形成過程をみると, 第一には冷戦時代のアメリカ基軸の ｢西側｣ 世界体
制下で構造化された ｢冷戦分業｣ によるものであった｡ つまり盟主アメリカを中軸とし,
社会主義諸国に対する冷戦を支える戦略軸であった西ドイツ (当時) と日本, そして後に





た｡ この時代の ｢西側｣ 資本主義の加速化された蓄積は ｢冷戦分業｣ 構造の下で行われて








その先進国間 ｢世界的分業｣ とは, 各国における ｢生産の専門化｣ が ｢1990年代初めに
一層加速化｣ されたことで, 各国の産業配置はそれぞれ ｢ドイツは化学, 機械設備に, ア
メリカ合衆国は航空・宇宙・コンピュータ, 金融に, そして日本と東アジアの四頭の竜は
自動車と民生用エレクトロニクス｣ に特化していった分業である｡ この特化を指してボワ
イエは, 現代のグローバリゼーションは ｢世界空間の同質化ではなく, その反対に, 差別
化された専門化を｣(16)産み出している, と論じている｡ つまりグローバルな資本主義の蓄
積＝成長は各国の資本主義の相互依存と同時に差別化の上に成り立っているのである｡




海外軍事基地) と金融支配力 (ドルと金融・投資会社) を中核としたアメリカ軍事・金融
帝国によって国際的に展開された分業といえるであろう｡
― ―25

































と経済成長と, 酔いがさめれば, ｢正気に｣ 戻れば元の木阿弥となるような好景気と成長
を可能としてきたのである｡
イラクとアフガニスタンにおけるアメリカの ｢対テロ｣ 戦争がもたらし続けている膨大
な軍事費負担(19)による財政赤字, 資産 (株と住宅) バブルと家計の過剰消費＝負債累増と
を支え続けていたのは世界からの, 中国・日本・ヨーロッパの対アメリカ投資であった｡
それは日本の ｢ゼロ｣ 金利による対米資金流出を, 中国の対米貿易黒字とオイルマネーを,
またアメリカ証券価値に対する格付け会社による根拠のない ｢信頼｣ とを前提としていた｡




 進藤榮一編 『アジア経済危機を読み解く』 日本経済評論社 1999年収録バーナード＝ラヴェンヒル著 ｢第２章
雁行とプロダクト・サイクルの神話｣ p50｡
 同 p76｡









より高いレベルでの中央集権化という, 新しい段階に入った｣ 資本主義である, と認識し
ている｡ そしてこの段階が ｢グローバルなレベルでの, 資本家の利益の一致という土台の
上に｣(20)存立していることを指摘した｡ つまりグローバルな資本家の共同利益とは国民経
済＝国民生活の利益とは相反していること, さらにこのような資本家の共同利益は資本家
のグローバル ｢連合｣ を産み出し, 国家と国民を越えて共同化し集権化する経済権力を相
互に保持するという相互依存体制を創り出していると彼は認識しているのである｡
だがこのグローバルな資本 (投資家, 上級経営・管理者など) の共同利益の成立という
段階認識に関し, イマニュエル・ウォーラーステインは異論を唱えている｡ 彼は現在のグ
ローバリゼーションを特殊な段階とする見解を批判し, 現在のグローバルな資本主義の段




















ような分析で表現している｡ つまり現代は ｢資本, 商品, サービス, 企業, さらには製造
― ―27
 ｢グローバル, そしてナショナルな戦いのために｣ ジャイ・セン他編武藤・小倉他監訳 『世界社会フォーラム
帝国への挑戦』 に収録｡ 作品社 2005年 p50｡
 猪口孝編 『今われわれが踏み込みつつある世界は…2000‒2050』 藤原書店 2003年 p26｡
や研究のプロセスまでがグローバル化して｣ いること, そしてこの ｢グローバル経済が機
能するにはこれまで以上に自由貿易が必要｣ となっていると｡ しかし彼はさらに論を進め,
そのような ｢外に｣ 向かってのグローバル化だけでは, ｢利益を確保するのに不十分｣ で
あり, 十分な利益の確保のために ｢重要なことは, 付加価値がもっとも大きい活動を自国
の領土に引き寄せること｣ にあると分析するのである｡ そして, この ｢内へ｣ のグローバ













(多国籍企業は筆者挿入) ～の力の高まりによるものではない～ (それは) これまでも国
家と敵対したことは一度もない～国家に依存しつつ, 巨額の利潤を可能にする～真の擬似
的独占を確保し～危険階級の高揚を抑制｣ するのが, グローバル化が進行した現代におい
ても国家の役割であると｡ グローバル化の進展とともに国民 ｢国家の衰退｣ が進行するの






バルな利潤圧縮｣ にあると捉えている｡ これらの要因が現代の資本主義世界に ｢システミッ








 伊藤・村島・都留訳 『自由の帝国』 2000年 NTT出版 p190｡
















着｣ による利益調整機能においては国家機能と権力とは ｢強化｣ されているのである｡ 特
に ｢帝国｣ アメリカのグローバルな軍事力によって ｢同盟諸国｣ の国家主権, つまり国家
の内外へ向けた権力機能は補強されているのである｡
 グローバルな資本蓄積と新自由主義政策
WTO (国際貿易機構) やMAI (多国間投資協定) などの国際機関が推進している貿易
と投資の ｢自由化｣ は国民国家の ｢外へ｣ ばかりではなく ｢内へ｣ と向けられ, 国民国家
の主権領域と自国経済圏の ｢国益｣ の制限を超えて資本が最大利潤の源泉を ｢自由に｣ 包
摂することができること, このことが国を超えた多様な個別資本にとって相互に共同利益
を得ることができる ｢新世界｣ を造り出しているのである｡ その造り出されている ｢新世
界｣ とはどのようなものか？資本が ｢自由｣ に ｢内外｣ を移動することは労働者階級の状
況および社会的所得の分配と再分配にどのような変化をもたらすことになったのか？
この変化について先のＡ・ヴァラダンは以下のように追究する｡ ボーダレスで ｢自由｣
な資本のグローバルな可動性によって ｢生まれる新しい経営様式では, 従来の長期的, 安
定的な雇用関係は維持できなく｣ なること, そしてその上に ｢株主の権利が最大限重視さ





優位を体現した経営者が主導する最富裕層のための ｢新世界｣ になったのであると｡ 彼の
― ―29
 前掲伊豫谷登士翁訳 『グローバリゼーションの時代』 p22｡
 同 p33｡
 軍事の民営化を現すこの様な請負会社はアメリカで約35社あると見られている｡ 片岡訳レスリー・ウェイン
｢アメリカで進む軍の民営化｣ 『世界』 2003年４月号 p94～101参照のこと｡ また松本剛史訳ソロモン・ヒュー
ズ ｢対テロ戦争株式会社｣ 河出書房新社2008年も参照のこと｡
 前掲 『自由の帝国』 NTT出版 2000年 p101｡
分析はそのような資本による新天地創造を赤裸々に示している｡
この様な ｢新世界｣ では国内外における無制限な企業間競争と競争コストの負担は労働
者階級に転嫁される｡ 労働者にとっては労働者の諸権利, 労働組合や労働争議権, 生活権



















て出たのであった｡ その方策の実現は ｢自由｣ な資本主義の再版を標語とする70年代末か
ら80年代にかけてサッチャー元英首相とレーガン元米大統領に集結した資本・資産階級を




クである新自由主義イデオロギーが猖獗を極め, ｢金融資本｣ と ｢経営者階級｣ による政
治権力と経済政策決定権の ｢奪権｣ 期であった｡ それはまさしく, 分配をめぐる労資対立
における分配支配権と社会的再分配の決定権を奪権することで投資家＝金融資産家・機関
投資家と大株主, そして最高経営者階級, つまり資本そのものによる政権 ｢奪取｣ であっ
た｡
これは60年代の先進諸国における経済発展の成果, 生産性上昇の一定率を労働賃金に分
配 (産業別労働組合と労使協定, 企業年金と企業医療保険制度) し, さらに ｢富裕階級｣
― ―30
 G・Dumenil, D・Levy ‶Capital Resurgent Roots of the Neoliberal Revolution" (Derek Jeffers による英





課税と金融規制) していた ｢福祉国家｣ からの転轍であり, そして国民経済における有効
需要, つまり企業の生産的投資と共に大多数の国民の消費支出を重視し有効需要創出を眼
目とした ｢ケインズ主義｣ 政策の衰退とも評せられる逆転現象であった｡ それは1929年の
大恐慌からニューディールと戦時における国家統制的な経済そして社会主義に対抗してい
た冷戦下において引き続いた社会的再分配＝ ｢福祉政策｣ の一時代の終焉であった｡ それ
はそれでアメリカの冷戦体制維持費であった巨額の軍事支出とともに ｢バターと大砲｣ と
いわれた国家維持政策であった｡ 冷戦対抗が世界大に展開する中でアメリカは軍事ケイン
ズ主義(31)といわれるほど巨額な軍事支出 (1950年代と60年代の国防支出は GDP の10％前
後)(32)を重ね, 産業界と軍部との癒着＝産軍複合体が政権を掌握し国家政策を動かしてい







済が深化した国ぐにでは, 全く独自のマクロ経済回路が現出｣ してくること, つまりその






70年代の生産性停滞, インフレと失業, 福祉国家危機, 国際通貨体制危機, 石油価格暴
騰という70年代以後のスダグフレーション (不況下の物価上昇) とレーガノミックス (規
制緩和・富裕層と企業の減税・高金利と軍需拡大) の進展のなかで, スダグフレーション




｢有効需要｣ を創出し産業 (軍需関連) を支え, 発展させることができる, あるいはその支出がアメリカ経済
にとって絶対不可欠であるとする政策体系であり, また軍事帝国のイデオロギーである｡ この点は川井・安
濃訳チャルマーズ・ジョンソン ｢軍事ケインズ主義の終焉｣ (『世界』 2008年４月 no.777収録) を参照のこと｡
 1960年の国防支出は連邦予算の52.2％で GDP の9.3％であった｡ 名目額では約481億ドルで2000年会計年度の
実質額に換算するとそれは約3002億ドルに相当する｡ 数値は合衆国商務省センサス局編鳥居泰彦監修 『現代
アメリカデータ総覧2007』 柊風社 p328より｡ ちなみに1950年の連邦国防支出は約143億ドルで政府支出の約38
％であり, 当時の GNP 約2860億ドルの約５％であった｡ 50年代では朝鮮戦争時の1953年では先の支出が約
490億ドルで, それぞれの割合は約59％と約13％に相当していた｡ また60年代ではベトナム戦争時の1968年で
は約791億ドルで, それぞれ約25％と約９％に相当していた｡ これらの数値は 『アメリカ経済白書1990年』
｢経済セミナー増刊号｣ 日本評論社 p448より｡







































は冷戦体制崩壊のインパクトを受け, 80年代のレーガノミックスによる ｢規制緩和｣ と
｢市場主義｣ による社会経済の再編成を企図した｡ それらはまさしく冷戦対抗にとって代
わる資本による一元支配の濃密なイデオロギーであり社会装置として格差序列化を ｢正統
化｣ する役割をもっていた｡ この再編の基軸階級は, グローバル化の中でも経済的利益を
享受しうる社会的富裕層＝競争勝ち残り組に権力基盤を置き, 世界大の ｢競争｣, ｢効率｣
と ｢自己責任｣ の強制力によってリストラ＝大失業の恐怖と ｢福祉と平等｣ を非効率と既
得権益であるとして破棄し, さらに大多数の勤労者階級との格差序列化を推し進めてきた
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 内橋克人・佐野誠 『ラテンアメリカは警告する』 新評論2005年を参照のこと｡ また佐野 『｢もう一つの失われ
た10年｣ を超えて』 新評論2009年をも参照のこと｡ そこでは80年代にラテンアメリカで採られた自由化路線
の破綻と通貨・金融危機に際して IMF等の国際金融機関の経済支援の見返りに ｢構造調整｣ という緊縮財政,
社会福祉切り下げと規制緩和などの政策が強制された結果, 社会的貧困と格差の増大, 国民生活の疲弊と外
資による国内資源の簒奪という事態を招いたことが分析されている｡ ラテンアメリカのこの時代は日本の90















教育, 医療, 公的年金, 社会保障や公共サービスなどが ｢民営化｣ のもとで縮小や廃止の
憂き目にあい, 民間企業の ｢ビジネスチャンス｣ とされているのは, イギリス資本主義生




急激な蓄財を可能とし ｢ニューリッチ｣ といわれる富裕階級を産み出した｡ このように旧
社会主義では国有財産, ｢人民の財産｣ という名の国富が旧国家官僚階級によって簒奪さ




民レベルの共同的信念の瓦解を招｣ いていること, そしてその瓦解が ｢経済グローバリゼー
ションの運動を決定｣ 的なものにし, そのことによる ｢国民の外部志向がグローバリゼー







れぞれの国民国家の枠, 政治的経済的な国民的共同利害を超えてグローバルに ｢連合｣ し




 David Harvey ‶The New Imperialism" Oxford University Press 2003 paperback 2005 p148.
 平野泰朗訳 『経済幻想』 1999年 藤原書店 p28｡
こう分析している｡ ｢所得と教育の間には, 高い相関関係｣ があり, いわゆる高い ｢能力
が, 経済的特権を正当化｣ したのであると｡ そしてこのような ｢大学卒業者の特権的地位｣
を有するのは ｢最高教育を受けた20％の人｣ にすぎないのであるが, この ｢新しい階級は,




家階級とはもう一つ別の ｢調停者階級～もう一つの階級が存在｣ していること, この彼ら
の社会的役割は ｢労働者階級の労働を統制すること｣ であり, そして彼らは ｢支配階級と
しての能力があること｣(39)を常に示していかねばならない社会状況に置かれているのであ
ると｡ いわば社会の核にいる資本家・資産家階級に管理されながら支配的な役割を演じ続
ける新たな階級が存在しているのである｡ ｢20％｣ が管理し ｢80％｣ が管理されるか排除
されているか, これが現代社会の状況なのである｡
このようにグローバル化の進展によって新たな階級編成が先進工業諸国において生じて
きていることに注目しなければならない｡ ジェレミー・シーブロックは ｢われわれは 『労
働貧民』 の再登場を目の当たりにしている｣ と論じ, 続けて一方では ｢とてつもない不公
平のもとでその成功報酬を約束する, 自由市場の偏った成果配分｣ を得ることができるの
であると｡ そしてそれは ｢『先進』 工業諸国の国民にとっての利益である｣ ことを保証し
ている現代世界の経済と貿易のシステムであり, ｢こうした国々｣ における ｢国民の多数



















 前出 『帝国への挑戦』 p93｡
 渡辺雅男訳 『階級社会』 青土社 2004年 p60｡
 同 p112｡
た ｢自由市場経済を導入した非欧米諸国では, 富が平等に分配されたわけでも, 発展途上
の社会全体が豊かになったわけでもない｣ ことを, そして ｢実際には ‶よそ者" とされる
少数民族に莫大な富が集中する傾向が強まり｣, その結果 ｢『貧しい多数派民族と豊かな少
数民族』 という一触即発の状況｣(42)になっているという民族間の格差と民族・部族間おけ

















｢カジノ資本主義｣ によってマネーは ｢豹変｣ しマネーゲームは ｢虚空の輪舞｣ を繰り
返している｡
1995年には66兆ドルであった世界の金融資産 (証券・債券・公債・銀行預金) は2006年




な段階｣ にある｡ つまりグローバルで自由な金融操作, 特に最大のキャピタルゲインを獲
得する蓄財活動, 要はレバレッジ(45)という, 端的には借金を利用したマネーゲームによっ
て貸し手も借り手も膨大に信用を膨張させることで金融部門だけでなく実体経済部門をも




 久保恵美子訳 『富の独裁者』 光文社 2003年 p26と32｡
 アフリカの悲惨な状況について白戸圭一 『ルポ 資源大国アフリカ』 東洋経済新報社09年を参照のこと｡
 『通商白書2008』 経済産業省編集 2008年 p13より｡
 08年の水準で有形資産／有形普通株式株主資本というレバレッジ比率は27倍であった｡ 『2009年Ⅰ 世界金融・
経済危機の現況』 内閣府政策統括官室 p13｡
IT 投資を基盤とした ｢ニューエコノミー｣ と賞賛されていた好景気の時期, つまり20
世紀末の持続的だが雇用を伴わない, グリーンスパン前 FRB 議長が96年当時述べた ｢根
拠なき熱狂｣ とも規定されていた好景気が実は2000年には不正経理で世界を欺いていたワー




















ネーの ｢虚空の輪舞｣ (ローザ・ルクセンブルグ 『資本蓄積論』) へと誘い続けてきた｡ だ
がこのような輪舞の弊害について18世紀後半の, フランス絶対王政末の爛熟期にフランソ
ワ・ケネーは次の様に批判的な見解を述べていたのである｡ ｢貨幣財産は国王も祖国を知
らぬ闇の富｣ (『農業国の経済的統治の一般原則』) であると｡ そしてこの時代のフランス









た｡ つまり, ｢信用業は, 生産諸力の物質的発展および世界市場の作出を促進する｣ が,
｢同時に信用は～恐慌を, したがって旧生産様式の解体の諸要素を, 促進する｣ (『資本論




幣は ｢交換の媒介物｣ としての ｢単なる道具｣ (Ｊ・Ｓ・ミル 『経済学原理』) であり, 実











くの ｢お金｣ を創り出し, 資産家がより資産を増大させ, ますます一方的に世界的な富へ
の支配権とそれを支柱にした政治権力を強化させていくのである｡
貨幣の自己増殖は産業諸活動である実体経済から ｢自立化｣ することによって ｢マネー


































その後, ｢帝国｣ アメリカと基軸通貨ドルの復権への戦略を担った金融自由化, つまり
金融資本の利潤極大化のための ｢自由｣ な諸条件を構築していくことになる｡ 金融資本,
つまり投資会社, ヘッジファンド, 証券会社, 各種基金, 企業財テク部門そして商業銀行
なども新たな利潤源泉を世界中の, 為替, 金利, 株価や公社債そして様々な債権と債務を

























 2009年12月４日の日経新聞によれば CDS の市場規模は約26兆ドルと巨額である｡ しかもそのリスク自体と破
綻時のリスク連鎖は捕捉が困難であるという｡
 小林襄治訳スーザン・ストレンジ 『カジノ資本主義』 岩波書店 1998年｡
アジア諸国のコスト高と輸出不振 (日本での95年から３年間にわたる円安ドル高転換も
一因), 経常収支の赤字増大など, 経済の基礎的諸条件が悪化していくなか, 短期資金へ
の依存のリスクが露わになった｡ 短期の最大限利潤獲得を行動原理とした投機的金融資本
は ｢合理的｣ に国際的な資金移動, つまり利益を確保した上で資金の引き上げを行った｡
このような金融操作を行った投機・投資機関の中心は, 当時の IMF の調査報告書(49)によ
れば1997年に1,100億ドル弱を運用していた1,100を越えるファンドであった｡ これらの巨
額な投機的資金の急激な流出入が, 外資導入と輸出 (返済金のための外貨獲得) を軸とし










の見返りに IMF は当該諸国に構造調整政策を, つまり緊縮財政, 各種補助金カット, 不
採算部門の切り捨てや金融引締めなどの管理強化と総需要抑制による IMF 管理, いわゆ



















 IMF ‶Hedge Funds and Financial Market Dynamics" 1998 松崎延寿訳 『ヘッジファンドの素顔』 シグマ
スペイスキャピタル 1999年 p29｡
 経済企画庁編 『平成10年版世界経済白書』 大蔵省印刷局 1998年 p145‒7｡
繰り返してきたのである｡ そしてまたアジアとロシアの通貨・金融危機の手痛い経験にも
かかわらず, 21世紀に入ると今度はさらに ｢BRICs｣ (ブラジル・ロシア・インド・中国)
という投資家好みのネーミングの下でサブプライム破綻後にも再度グローバルな投資・投
機を過熱化させている｡ 間歇する経済危機は震度を高めながら世界中に ｢津波｣ を引き起
















的経済成長, 景気循環を ｢克服｣ した不況期のない成長を可能としたと言われていた, そ
してアメリカ資本主義の ｢新段階｣ を標榜した ｢ニューエコノミー｣ とはまさにこの情報
化投資とこの情報技術と金融操作技術との融合による ｢雇用なき｣ 繁栄であったのだ｡ そ




アメリカでの80年代のＭ＆Ａ (企業買収と売却) による, つまり企業組織そのものの取





を示している｡ 特に現在, サブプライムローン (信用力の低い住宅購入希望者への住宅価








損失 (サブプライム関連の損失は今後２年間も含め OECD では08年４月15日の公表で約













そもそもサブプライムローン破綻はアメリカの低所得者, 移民を含む ｢貧困者｣ の, 家















































































ン＝英・米 ｢新自由主義｣ 階級同盟は冷戦下の戦後資本主義の, 特に戦後 ｢福祉社会｣ が
造り上げてきた社会保障諸制度や労働組合組織などのレジームを解体することで, ｢小さ
な政府｣ と ｢民営化｣ の標語を両輪として私的企業の, つまり諸資本の蓄積と利潤のため




このような ｢革命｣ とは, 冷戦対抗下の1970年代のスダグフレーションという世界的な資
本蓄積と利潤の危機, 資本主義体制の危機を資本の側からどのように解決するか, という


















 この概念に関して片桐薫編 『グラムシ・セレクション』 平凡社 2001年 p55～66を参照のこと｡





る｡ だが世界経済の, 諸国民経済の共生的で安定的な発展にとって重要な課題である｡ だ
がその課題実現のためにはと, Ｊ・Ｅ・スティグリッツは次のように主張する｡ ｢国際経







ンの ｢成果｣ を世界的に再分配することを様々な次元で企図している｡ それは変動相場制
への移行に伴う投機を制限するために外国為替取引に低率課税することを提唱したジェー

















て反グローバリゼーションやもう ｢ひとつ可能な｣ グローバリゼーションの運動を推進している｡ それはグ
ローバル化が原因で世界の民衆が陥っている様々な諸困難と諸問題を新たな民衆運動によって解決する ｢大
きな物語｣ の復活につながる試みである｡ ウィリアム・Ｆ.フィッシャー／トーマス・ポニア編 加藤哲朗監
修 『もうひとつの世界は可能だ』 日本経済評論社2003年を参照のこと｡
 鈴木主税訳 『世界を不幸にしたグローバリズムの正体』 徳間書店 2002年 p351‒2｡
 1998年にフランスで設立された ｢市民を支援するために金融取引に課税を求めるアソシエーション｣ のこと














同じく ｢テロと戦争｣ をその社会的背景から廃絶し, 経済成長至上主義と資源乱開発を転
換させることなど, グローバリゼーションそれ自体に誘発要因が内在している諸問題を解















This sequel paper treats on another issue of the present-day globalization. The
point of the contention of this time paper is analysis of historical phase which the
Globalized Capitalism is arriving at now. In the 1980's, Neo-Liberalism overwhelmed
the whole world. At first in England and next in America and more in Japan,
Governments adopted Neo-Liveral policy for privatization and deregulation forcibly.
Furthermore in 1991 collapse of the Soviet Union lead to end of the cold war system.
And China accelerated reform and open policies from 1978. It's the worldwide big
conversion. And then international trade, financial transaction, capital import／export
and population movement increased greatly, and they were going over the border of
the various countries increasingly. The home markets of the various countries are
combined with the global market, and the worldwide development of the
multinational corporations and financial institutions are increasing rapidly now. We
can describe those process as the modern globalization.
But Globalization is causing many serious contradictions. Today capital and profit
are accumulated by money game. It's called Modern Financial Capitalism. This
modern Finance Capitalism, in short many financial institutions and many money
lenders and then especially CEOs run recklessly for more profits and rewards. As a
result, real economies and the life of the peoples are damaged. A repeated financial
bubble and financial panic destroyed a financial system and economic system. And
what was even worse, income differential and the increase of the poverty are
intensified in global scale. In the world, wages reduced and the unemployed and
unstable employment are increasing largely now. And there are high rates of
unemployment in the youth and women. And especially the immigrant workers are
confronted with severe situations. Therefore the tendency of globalization and
modern financial capitalism will need improving. International organizations,
Governments and Multinational corporations will need changing their policies and
behavior for immediate settlement of serious disorders which Globalization and
Financial Capitalism are causing now.
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